
都道府県議会議員の選挙区設定の見直し 
（公職選挙法の一部を改正する法律）の概要 

都道府県議会議員の選挙区設定について、郡の存在意義が大きく変質している現状等に鑑み、 
 ・ 全ての選挙区を条例で定めることとするとともに 
 ・ 一定の要件の下で、市町村を単位として設定すること、また、指定都市の区域においては、 
  行政区の区を分割せずに二以上の区域に分けた区域を単位として設定すること 
とするものです。 

 
 
 
１ 都道府県の議会の議員の選挙区は、 
   ①一の市の区域 
   ②一の市の区域と隣接する町村の区域を合わせた区域 
   ③隣接する町村の区域を合わせた区域 
  のいずれかによることを基本とし、条例で定めること。（第１５条第１項関係） 
 
２ １の選挙区は、その人口が議員一人当たりの人口の半数以上になるようにしなければならない 
 こと。この場合において、一の市の区域の人口が議員一人当たりの人口の半数に達しないときは、 
 隣接する他の市町村の区域と合わせて一選挙区を設けるものとすること。（第１５条第２項関係） 
 ※ 議員一人当たりの人口＝都道府県の人口／議員定数 
 
３ 一の市の区域の人口が議員一人当たりの人口の半数以上であっても議員一人当たりの人口に 
 達しないときは、隣接する他の市町村の区域と合わせて一選挙区を設けることができること。 

（第１５条第３項関係） 
 
４ 一の町村の区域の人口が議員一人当たりの人口の半数以上であるときは、当該町村の区域 
 をもって一選挙区とすることができること。（第１５条第４項関係） 
 
５ 指定都市に対し１から３までの規定を適用する場合における市の区域は、当該指定都市の区 
 域を二以上の区域に分けた区域とし、この場合においては、区の区域を分割しないものとするこ  
   と。（第１５条第９項関係） 
 
 
１ この法律は、平成２７年３月１日から施行すること。（附則第１条関係） 
 
２ 改正後の公職選挙法の規定は、施行日以後初めてその期日を告示される都道府県の議会の   
 議員の一般選挙から適用し、施行日以後初めてその期日を告示される都道府県の議会の議員 
 の一般選挙の告示の日の前日までにその期日を告示される選挙については、なお従前の例に 
 よること。（附則第２条関係） 
 
３ 第一の１にかかわらず、施行日の前日における選挙区で隣接していない町村の区域を含むも 
 のがあるときは、当該選挙区に係る区域の変更が行われるまでは、その区域をもって一選挙区 
 とすることができること。（附則第３条関係） 
 
４ 都道府県の議会の議員の選挙区の在り方については、この法律の施行後の状況を勘案し、地 
 域の実情や都道府県の自主性に配慮する観点から必要な検討が加えられるものとすること。 

（附則第４条関係） 
 
５ その他所要の規定を整備すること。 
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